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要約

本研究では、都市計画、土木計画に抜本的な影響を及ぼす地方政府の統治機構改革を決する住民投票ならびに地方自治

体首長選挙において、有権者が改革の影響を正しく理解した上で投票判断を下していたのかという点を実証的に検証す

るために、2015 年に実施された、いわゆる「大阪都構想」を巡る住民投票と同年の大阪府・市ダブル選を事例として、

有権者の政策理解度と投票判断の関係性を WEB 調査に基づいて分析を行った。その結果、「大阪都構想」が実施される

ことによる影響を正しく理解している有権者は、そうでない有権者よりも「反対」に票を投じたという実態が浮き彫り

となった他、「賛成」を投じた有権者は、「反対」を投じた有権者に比べて選挙候補者の「おもろさ」や「改革実行性」

を意識して投票判断を決定した等の傾向が確認された。
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1.  背景・目的

1.1 統治機構改革としての大阪都構想

　言うまでも無く都市計画は私的機関ではなく、「政府」

が行うものである。そしてその推進に当たっては地方政

府が重大な役割を担う。したがって、その地方政府の「統

治機構」が如何なる形式であるのかが、都市計画に決定

的な影響を持つ。一方で、個々の地方政府の統治機構は、

戦後、新憲法制定と共に個々の地方に於いて措定されて

以来、基本的に大きな変革をされないまま今日に至って

いる。しかし、昨今では道州制の導入をはじめとして、

そのあり方を大きく改変・変革する議論が、一定の現実

性を伴う形で展開されている。

　そうした統治機構改革の流れの中で、最も抜本的な改

革が実現される可能性が高いものとして、大阪市を廃止

して都区制度を導入する、いわゆる「大阪都構想」が挙

げられる。この構想が実現すれば、大阪という一つの地

域の統治機構が抜本的に改革され、それに伴って都市計

画の内実が抜本的に変革されることが予期される（藤井

他， 2015a） 。
　この大阪都構想について、大阪維新の会は集権化・分

権化・民営化の 3 要素からなるとしており（大阪維新の

会（政調会）， 2012；大阪維新の会 HP， 2014）集権化とし

ては、大阪府庁と大阪市役所を統合することによって広

域的かつ長期的視点に立った都市戦略の実行と政策予算、

組織の一元化による二重行政の解消が可能となるとして

いる。また分権化としては、現在の大阪市域を 5 つの特

別自治区に分割し、通常の市町村以上の中核市と同等の

権限を与えることで、地域に密着した行政サービスの展

開が可能になるとし、民営化としては、既存の公共サー

ビス事業を可能な限り市役所から切り離して別法人化す

ることで、経営の効率化、透明化を図るとしている。

　一方で、「大阪都構想」が実現した場合のデメリット

として、大阪市が廃止・分割されることで大阪市の持つ

政令指定都市としての地位が失われ、総合性やまとまり、

自己決定権を喪失すること（村上， 2010; 2011）や、スケー

ルメリットが低下することによる行政の非効率化（村上， 
2011）、膨大な事務を抱える一部事務組合が誕生すること

による行政の三重化の恐れ（冨田他， 2015；藤井， 2015b；
『市政研究』編集部， 2015）などが指摘されている。

　この重大な政治的判断において、2015 年 5 月 17 日「大

都市地域における特別区の設置に関する法律」に基づき

政令指定都市制度そのもの是非を住民に直接問う全国初

の住民投票が実施され、全国的にも大きな注目を集めた。

投票の結果、賛成 694,844 票（49.6 %）、反対 705,585 票（50.4 
%）とその差は非常に僅差であったものの、反対多数で否

決された。しかし、同年 11 月 22 日に実施された大阪府

知事・大阪市長のダブル選挙（以下，大阪ダブル選）では、

「大阪都構想」の再挑戦を掲げた大阪維新の会から立候補

した松井一郎氏が府知事に、吉村洋文氏が市長にそれぞ

れ当選しており、その後も大阪維新の会は「大阪都構想」

の実現を目標に掲げ、公明党の協力を得て 2017 年 6 月に

再び法定協議会を設置するなど、2 度目の住民投票に向け

た活動を進めている。2019 年には松井、吉村両氏は任期

途中で辞職表明し、再び大阪都構想を争点として知事・
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市長を入れ替えて立候補する異例の「クロス選」に突入

した。このように住民投票で一度廃案となった政策であ

る大阪都構想を巡る議論はいまなお続いている。

1.2  住民投票を巡る問題

　住民投票は住民の意思を直接的に集計する手法であり、

社会的な意思決定手法の一つである。一方で、その意思

決定には多くの限界が指摘されている。羽鳥・小林（2005）
はこれについて、第一に、投票に参加する個人が必ずし

も合理的主体ではなく、心理的・感情的な動機に左右さ

れること、第二に、合理的な個人であっても投票を棄権

することがあり、多くの有権者が棄権した場合、投票結

果が覆る可能性があること、第三に、有権者が充分な情

報を有さず、誤った信念に基づき投票する場合がある、

という 3 点を挙げている。

　言うまでもなく、合理的な都市計画を志す上で、統治

機構改革についての政治決定プロセスにおいて合理的な

議論が展開されることが必要不可欠であり、そのために、

有権者が統治機構改革によって想定される功罪を可能な

限り、客観的情報に基づき、正しく理解することが必要

不可欠であることは論ずるまでもない。言い換えれば、

上記の第一、第三に指摘されているように、有権者が統

治機構改革による影響に対する正しい情報を取得しない

ままに、非理性的な判断に基づく議論が展開されること

は、統治機構改革の是非についての合理的な政治的判断

の崩壊を意味しており、それは即ち、合理的な都市計画

の崩壊に他ならない。実際に、本稿が対象とする「大阪

都構想」の是非を巡る住民投票においても実施に至るプ

ロセスが民主主義制度に基づいていないという批判（冨

田他， 2015；藤井， 2015b；高橋， 2015）や、政策的議論が

不充分であったという批判（冨田他， 2015；藤井， 2015c；
谷口， 2016）などが存在する。

1.3  本研究の位置づけ

　先の大阪都構想を巡る住民投票は、法的拘束力を有す

る過去に例を見ない重大な直接民主制の政治決定プロセ

スが採用された極めて稀有な事例といえる。したがって、

有権者がどの程度、当該政策の実現によってもたらされ

得る影響や為政者の実態を理解した上で投票判断を下し

ているのか、という点を実証的に明らかにすることは、

今後の直接民主制の政治プロセスの運用の在り方を考え

る上で、貴重な知見となり得るものと考えられる。

　こうした有権者の政策理解度と投票行動の関係性に関

する研究は数多く蓄積されており、上記の指摘を裏付

ける経験的事実が確認されている（例えば稲増・池田， 
2009；堤， 1998）ものの、それらは間接民主制に基づく選

挙を対象としたものであり、住民投票という有権者の「政

策理解」そのものが間接民主制における選挙よりも、よ

り本質的に重要なものとなると考えられる直接民主制の

政治プロセスを対象とした研究は乏しい（例えば久保田

他， 2012）。
　そこで本研究では、大阪都構想の是非を巡って実施さ

れた住民投票の前後、ならびに、大阪ダブル選後に大阪

市民を対象として実施されたアンケート調査に基づき、

有権者の投票判断と政策の理解度との関係性を実証的に

明らかにすることを目的とする。

2.  方法

2.1  調査概要

　本研究では、「大阪都構想」を巡る有権者の政策理解度

と投票判断の関係性を検証するために、大手インターネッ

ト調査会社のリサーチモニターに登録している大阪市民

を対象として、大阪市特別区設置住民投票の前後ならび

に大阪ダブル選後（住民投票前：2015 年 2 月 13 日～ 18
日実施、住民投票後：2015 年 5 月 25 日～ 5 月 27 日実施、

大阪ダブル選後：2016年 1月 8日～ 1月 9日実施）の全 3回、

パネル調査として Web アンケート調査を実施した。住民

投票前の調査では 6,177 名、住民投票後の調査では 1,030
名、大阪ダブル選後の調査では 310名から回答が得られた。

なお、各年代（20 代、30 代、40 代、50 代、60 歳以上）、

性別（男性、女性）が均等になるよう割り付けた。

2.2  調査項目

　以下に調査項目を示す。なお、本調査では以下に述べ

る調査項目以外にも、「大阪都構想」に対するイメージや

橋下徹元大阪市長に対する評価などを尋ねているが、紙

面の都合上、それらは割愛する。

2.2.1  住民投票結果（住民投票後）

　「大阪都構想」への賛否について、「大阪都構想の住民

投票で賛成票を投じましたか、反対票を投じましたか」

という質問を設定し、「賛成票を投じた」、「反対票を投じ

た」、「覚えていない」の 3 段階で回答を要請した。なお、

これより前の問において住民投票における投票の有無を

質問しており、1,030 サンプルのうち 177 サンプルは「投

票していない」との回答であった。

2.2.2  府知事選投票先（ダブル選後）

　大阪ダブル選の府知事選の投票先について、「昨年の 11
月 22 日の府知事選挙でどの候補者に投票しましたか」と

いう質問を設定し、「松井一郎」、「栗原貴子」、「美馬幸則」、

「覚えていない」、「投票していない」の 5 段階で回答を要

請した。

2.2.3  市長選投票先（ダブル選後）

　大阪ダブル選の市長選の投票先について、「昨年の 11
月 22 日の市長選挙でどの候補者に投票しましたか？」と

いう質問を設定し、「吉村洋文」、「柳本顕」、「中川暢三」、

「高尾英尚」、「覚えていない」、「投票していない」の 6 段

階で回答を要請した。

2.2.4  「大阪都構想」実現後の大阪府の扱いについて（ダ

ブル選後）

　「大阪都構想」が実現した場合、大阪府がどう扱われる
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かについて、「大阪都構想が実現すると、大阪府はどうな

ると思いますか」という質問を設定し、「東京と同じく「都」

になる」、「大阪「府」のままだが、副首都扱いを受ける」、

「大阪「府」のままで地位も上がらない」、「その他（自由

記述）」、「分からない」の 5 段階で回答を要請した。

2.2.5  「大阪都構想」実現後の大阪市の扱いについて（ダ

ブル選後）

　「大阪都構想」が実現した場合、大阪市がどう扱われる

かについて、「大阪都構想が実現すると、大阪市はどうな

ると思いますか」という質問を設定し、「政令指定都市の

まま残る」、「政令指定都市ではなくなるが、今のまま残

る」、「廃止されるが、大阪市と同じ力を持つ 5 つの特別

区が設置される」、「廃止されて消滅する」、「その他（自

由記述）」、「分からない」の 6 段階で回答を要請した。

2.2.6  大阪ダブル選の投票決定要因について（ダブル選後）

　大阪ダブル選の投票決定要因について、「昨年の 11 月

22 日の大阪ダブル選挙（府知事選挙・市長選挙）で投票

先を決める時に、以下の要因はどれくらい関係していま

したか」という質問を設定し、「候補者の「所属政党」は

どこか」、「候補者の「政策」がどのようなものか」、「候

補者の「人柄」はどうか」、「「おもろい」候補者かどうか」、

「候補者の知名度はどうか」、「候補者に対する新聞、テレ

ビ等のメディアの評価はどうか」、「「改革」できるかどう

か」、「「古い政治から脱却できる」かどうか」、「「自分の

周りの人」の意見はどうか」、「「橋下氏」への期待感」、「「大

阪都構想」が実現できるかどうか」、「リニアや北陸新幹

線などによる「大大阪構想（近畿メガリージョン構想）」

が実現するかどうか」の 12 項目に対して、「とても関係

していた」から「全く関係していなかった」の 7 件法で

回答を要請した。

2.2.7  「橋下行政」の実態認知度・影響度（ダブル選後）

　橋下元大阪市長の行政の実態について、「橋下氏の行政

運営を巡っては、学者や専門家から、以下の「事実」が

指摘されていました。それぞれの「事実」を知っていま

したか？もし知っていたとしたら、それは、昨年 11 月の

「大阪ダブル選挙（府知事、市長選挙）」でのあなたの投

票判断に、どれくらい影響しましたか？※投票に行かな

かった方は、「投票に行く／行かない」の判断に対して影

響があったかどうかでお答えください。」という質問を設

定し、「橋下氏は都構想を巡る住民投票について「大阪が

変わるラストチャンス」や「何度もやるものではない。1
回限り」などと公言していた（産経ニュース， 2015；大阪

維新の会 HP， 2015）」、「都構想を巡る住民投票には大阪府

と大阪市で 31 億円以上もの税金が使われていた（朝日新

聞デジタル， 2015）」、「橋下府知事就任以降、大阪府の「財

政支出」が大幅に削減されている（大阪府， 2001-2012）」、
「橋下府知事就任以降、大阪府の「経済成長率」は、京都

府、兵庫県と比べて最も大きく悪化した（内閣府， 2001-
2012）」、「橋下府知事就任以降、大阪府の「一人当たり県

民所得」の全国順位が大きく下落した（内閣府， 2001-
2012）」、「橋下府知事就任以降、大阪府の「小学校の教員

試験倍率」は京都府、兵庫県と比べて最も大きく低下し

た（文部科学省， 2001-2012）」、「橋下市長就任以降、大阪

市の「中小企業支援」予算は大幅に削減された（大阪市， 
2007-2014）」、「橋下市長就任以降、大阪市の「教育予算」

は、ほとんど増えていない（大阪市， 2001-2012）」、「都構

想推進のためのテレビ CM 放映に 4 億円の政党のお金（税

金）が使われていた（産経 WEST， 2015）」、「都構想を巡

る街頭演説やタウンミーティングの説明では、都構想推

進派に都合のいいように、数字をごまかしたり不都合な

内容を隠したりしていた（適菜， 2015）」、「二重行政解消

のために話し合う「大阪会議」がうまく機能していない（産

経 WEST， 2015）」の 11 項目に対して、「知らなかった」と、

「投票判断に、とても影響した」から「投票判断に、全く

影響なし」の 7 件法の計 8 段階で回答を要請した。

3.  分析結果

3.1  基本集計

　回答者属性及び各調査項目の集計結果を表 1、表 2 に示

す。住民投票結果は、賛成が 58.6 %、反対が 39.8 % と 2

表 1：回答者属性

職業 度数 割合

公務員 3 1.0 %

経営者・役員 6 1.9 %

会社員（事務系） 53 17.1 %

会社員（技術系） 28 9.0 %

会社員（その他） 30 9.7 %

自営業 22 7.1 %

自由業 14 4.5 %

専業主婦（主夫） 48 15.5 %

パート・アルバイト 42 13.5 %

学生 10 3.2 %

その他 14 4.5 %

無職 40 12.9 %

計 310 100.0 %

居住年数 平均値 標準偏差

18.57 15.87

居住地 度数 割合

①中心ブロック（北区、福島区、

中央区、西区、天王寺区、浪速区）
80 25.8 %

②西ブロック（此花区、港区、

大正区、住之江区）
20 6.5 %

③北ブロック（西淀川区、淀川区、

東淀川区）
60 19.4 %

④東ブロック（都島区、東成区、

生野区、旭区、城東区、鶴見区）
82 26.5 %

⑤南ブロック（阿倍野区、住吉区、

東住吉区、平野区、西成区）
68 21.9 %

計 310 100.0 %
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大阪ダブル選投票決定要因 平均値

候補者の「所属政党」はどこか 5.73

候補者の「政策」はどのようなものか 5.67

候補者の「人柄」はどうか 4.76

「おもろい」候補者かどうか 2.72

候補者の知名度はどうか 3.38

候補者に対する新聞、テレビ等のメディアの評価はどうか 3.71

「改革」できるかどうか 5.32

「古い政治から脱却できる」かどうか 5.31

「自分の周りの人」の意見はどうか 3.44

「橋下氏」への期待感 4.61

「大阪都構想」は実現できるかどうか 4.68

「大大阪構想（近畿メガリージョン構想）」が実現できるかどうか 4.13

1：全く関係していなかった←　→ 7：とても関係していた                     n = 231

「大阪都構想」が実現すると大阪府はどうな

るか
度数 割合

東京と同じく「都」になる 45 14.5 %

大阪「府」のままだが、副首都扱いを受ける 95 30.6 %

大阪「府」のままで地位も上がらない 99 31.9 %

その他 4 1.3 %

分からない 67 21.6 %

計 310 100.0 %

「大阪都構想」が実現すると大阪市はどうな

るか
度数 割合

政令指定都市のまま残る 79 25.5 %

政令指定都市ではなくなるが、今のまま残る 20 6.5 %

廃止されるが、大阪市と同じ力を持つ 5 つ

の特別区が設置される
111 35.8 %

廃止されて消滅する 27 8.7 %

その他 0 0.0 %

分からない 73 23.5 %

計 310 100.0 %

表 2：基本集計

住民投票結果 度数 割合

賛成票を投じた 150 58.6 %

反対票を投じた 102 39.8 %

覚えていない 4 1.6 %

計 256 100.0 %

投票していない 54

計 566

府知事選投票先 度数 割合

松井一郎 156 50.3 %

栗原貴子 57 18.4 %

美馬幸則 4 1.3 %

覚えていない 11 3.5 %

投票していない 82 26.5 %

計 310 100.0 %

市長選投票先 度数 割合

吉村洋文 149 48.1 %

柳本顕 49 15.8 %

中川暢三 7 2.3 %

高尾英尚 2 0.6 %

覚えていない 17 5.5 %

投票していない 86 27.7 %

計 310 100.0 %

「橋下行政」の実態認知度・影響度 平均値
「知らなかった」

の度数

橋下氏は都構想を巡る住民投票について「大阪が変わるラストチャンス」や「何度もやるも

のではない、1 回限り」などと公言していた
3.39 40

都構想を巡る住民投票には大阪府と大阪市で 31 億円以上もの税金が使われていた 3.59 61

橋下府知事就任以降、大阪府の「財政支出」が大幅に削減されている 4.05 47

橋下府知事就任以降、大阪府の「経済成長率」は京都府、兵庫県と比べて最も大きく悪化した 3.82 96

橋下府知事就任以降、大阪府の「一人当たり県民所得」の全国順位が大きく下落した 3.79 98

橋下府知事就任以降、大阪府の「小学校の教員試験倍率」は京都府、兵庫県と比べて最も大

きく低下した
3.64 96

橋下市長就任以降、大阪市の「中小企業支援」予算は大幅に削減された 3.82 81

橋下市長就任以降、大阪市の「教育予算」はほとんど増えていない 3.73 87

都構想推進のためのテレビ CM 放映に 4 億円の政党のお金（税金）が使われていた 3.78 87

都構想を巡る街頭演説やタウンミーティングでは、都構想推進派に都合のいいように、数字

をごまかしたり不都合な内容を隠したりしていた
3.75 81

二重行政解消のために話し合う「大阪会議」がうまく機能していない 4.06 49

1：投票判断にまったく影響なし←　→ 7：投票判断にとても影響した                                                                                n = 310
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割ほど賛成が多くなっている。府知事選、市長選の結果

についてみると、大阪維新の会から立候補した松井一郎

氏、吉村洋文氏が 60 % を超える一方で、自民党から立候

補した栗原貴子氏、柳本顕氏は 20 % 弱と大きな差がみら

れた。「大阪都構想」が実現すると大阪府はどうなると思

うか、という質問に対しては、正しい選択肢である「大

阪「府」のままで地位も上がらない」を選択したのは 3
割弱に過ぎず、さらに、「大阪都構想」が実現すると大阪

市はどうなると思うか、という質問に対する正しい選択

肢である「廃止されて消滅する」を選択したのはわずか 8.7 
% であった。大阪ダブル選の投票決定要因については、7
件法の平均値を算出すると、「候補者の「諸所属政党」は

どこか」が最も高く、次いで「候補者の「政党」はどの

ようなものか」が高くなっている。「橋下行政」の実態認

知度については、同様に平均値を算出すると、「二重行政

解消のために話し合う「大阪会議」がうまく機能してい

ない」が最も高く、次いで「橋下府知事就任以降、大阪

府の「財政支出」が大幅に削減されている」が高くなっ

ている。

3.2  「大阪都構想」実現後の大阪府・市の扱いについての

事実認識と、住民投票ならびに大阪ダブル選の投票先に

関する分析

　有権者が「大阪都構想」実現後の大阪府・市の扱いに

ついて正しく認識していたかどうかが、住民投票ならび

に大阪ダブル選の投票判断に影響を及ぼしていたかを統

計的に検証するために、カイ二乗検定を行った。分析に

用いた設問は、2.2.4 及び 2.2.5 である。なお、検定を行う

際、設問 2.2.4 については、正しい選択肢である「大阪「府」

のままで地位も上がらない」を「正解」、それ以外の選択

肢を「不正解・不明」とし、同様に設問 2.2.5 については、

正しい選択肢である「廃止されて消滅する」を「正解」、

それ以外の選択肢を「不正解・不明」に分類した。分析

結果を図 1 および図 2 に示す。

　まず図 1 をみると、「大阪都構想」が実現すると大阪府

の扱いがどうなるかについて、住民投票で反対票を投じ

た人々は約 6 割が正解している一方で、賛成票を投じた

人々は正解者が 2 割に満たないことが明らかとなった。

府知事選・市長選についても同様に、自民党候補者に投

票した人々の 7 割が正解している一方、大阪維新の会候

補者に投票した人々の正解率は2割に満たなかった。なお、

上記の検定にはいずれも有意差が認められた（それぞれ、

χ2 = 41.22, p < .01, χ2 = 52.39, p < .01, χ2 = 47.09, p < .01）。
　次に図 2 をみると、「大阪都構想」が実現すると大阪市

の扱いがどうなるかについて、住民投票で反対票を投じ

た人々ですら正解率は 2 割弱に留まり、賛成票を投じた

人々の正解率はわずか 2 % に過ぎなかった。府知事選・

市長選についても同様の傾向がみられ、自民党候補者に

投票した人々の正解率は 2 ～ 3 割であり、大阪維新の会

候補者に投票した人々の正解率は 2 % 程度であった。こ

れらの検定についても、すべて有意差が認められた（そ

れぞれ、χ2 = 24.35, p ＜ .001, χ2 =28.99, p < .001, χ2 = 36.49, 

p < .001）。
　以上より、「大阪都構想」が実現することによる大阪府・

市への影響を認知しているか否かが、大阪市特別区設置

住民投票ならびに大阪ダブル選の投票判断に影響した可

能性が十分に考えられることが示唆される。表 2 にも示

した通り、「大阪都構想」が実現する大阪府への影響を正

確に認知していたのはおよそ 3 割、大阪市への影響を正

確に認知していたのはわずか1割であった。このことから、

「大阪都構想」による影響が周知されていれば、大阪ダブ

ル選の選挙結果が大きく変わっていた可能性が考えられ

る。

3.3  有権者が投票の際に重視した要因と大阪ダブル選の

投票先に関する分析

　本節では、有権者が大阪ダブル選の投票先を決定する

際に重視した要因の違いが投票判断にどのような影響を

及ぼしたのかを統計的に検証するために、大阪ダブル選

の大阪維新の会支持者および自民党支持者における、要

因を重視する程度の平均値の差の t 検定を行った。なお、

投票先決定要因の重視度は、2.2.6 にて述べたように順序

尺度で与えられており、分析にはこの値を用いた。結果

を表 3、表 4 に示す。

　まず、表 3 から府知事選における投票決定要因と投票
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図 1：投票判断別の「「大阪都構想」が実現したら大阪府

がどうなるか」の事実認識度

注：「正解」：大阪「府」のままで地位も上がらない。「不正解・不明」：
東京と同じく「都」になる。大阪「府」のままだが、副首都扱い
を受ける。その他。分からない。
注：** p < .01
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判断の関係をみる。松井一郎氏に投票したグループと栗

原貴子氏に投票したグループで、投票判断の際に重視し

た要因の程度の平均値に有意な差が確認されたのは、「「お

もろい」候補者かどうか」、「「改革」できるかどうか」、「「古

い政治から脱却できる」かどうか」、「「橋下氏」への期待

感」、「「大阪都構想」が実現できるかどうか」、「リニアや

北陸新幹線などによる「大大阪構想（近畿メガリージョ

ン構想）」が実現するかどうか」の 6 項目であり、これら

の項目の平均値はいずれも松井一郎氏に投票したグルー

プの方が栗原貴子氏に投票したグループよりも大きい値

であった。また、表 4 から市長選においても同様にみると、

吉村洋文氏に投票したグループと柳本顕氏に投票したグ

ループで、投票判断の際に重視した要因の程度の平均値

に有意な差が確認されたのは、「「改革」できるかどうか」、

「「古い政治から脱却できる」かどうか」、「「橋下氏」への

期待感」、「「大阪都構想」が実現できるかどうか」、「リニ

アや北陸新幹線などによる「大大阪構想（近畿メガリー

ジョン構想）」が実現するかどうか」の 5 項目であり、こ

れらの項目の平均値はいずれも吉村洋文氏に投票したグ

ループの方が柳本顕氏に投票したグループよりも高い値

であった。

　これらの結果を踏まえると、大阪維新の会支持者は自

民党支持者に比べ、改革を実行できるか否かや、古い政

治から脱却できるか否か、「大阪都構想」を実現できるか

否かを重視している傾向に加え、府知事選においては候

補者の「おもろさ」という「適正な態度」とは言いがた

い判断基準でもって投票を行っている傾向が高いことも

示唆された。なお、「大大阪構想（近畿メガリージョン構

想）」を実現できるか否かについても、大阪維新の会支持

者の方が自民党支持者に比べて重視している傾向がみら

れたが、この政策は大阪ダブル選の際に自民党が掲げた

ものであり、有権者が誤って大阪維新の会の政策と認識

している可能性が考えられる。

3.4  橋下行政の実態認知度と、大阪ダブル選の投票先に

関する分析

　有権者が橋下徹元大阪市長の行政の実態を認知してい

たか、また実態を認知していることが投票判断にどの程

度影響を及ぼしたのかを統計的に検証するために、大阪

ダブル選の大阪維新の会支持者および自民党支持者にお

ける、要因を重視する程度の平均値の差の t 検定を行った。

　まず、橋下行政の実態を認知していたか否かが投票判

断に及ぼした影響について分析を行う。なお、橋下行政

の実態認知度については、2.2.7 にて述べたように「知ら

なかった」と「投票判断に、とても影響した」から「投

票判断に、全く影響なし」の 7 件法の計 8 段階で質問し

ているが、本分析では「投票判断に、とても影響した」

から「投票判断に、全く影響なし」をまとめて「事実を知っ

ていた：1」とし、「知らなかった：0」と合わせてダミー

変数を作成して分析に用いた。結果を表 5、表 6 に示す。

　表 5 から府知事選における橋下行政認知度と投票判断

の関係をみる。松井一郎氏に投票したグループと栗原貴

子氏に投票したグループで、橋下行政認知度の平均値に

有意な差が確認されたのは、「橋下府知事就任以降、大阪

府の「経済成長率」は、京都府、兵庫県と比べて最も大

きく悪化した」という質問項目であり、この項目の平均

値は栗原貴子氏に投票したグループの方が松井一郎氏に

投票したグループよりも高い値であった。また、表 6 か

ら市長選においても同様にみると、吉村洋文氏に投票し

たグループと柳本顕氏に投票したグループで、橋下行政

認知度の平均値に有意な差が確認されたのは、「橋下市長

就任以降、大阪市の「教育予算」は、ほとんど増えてい

ない」、「都構想を巡る街頭演説やタウンミーティングの

説明では、都構想推進派に都合のいいように、数字をご

まかしたり不都合な内容を隠したりしていた」の 2 項目

であり、これらの項目の平均値はいずれも柳本顕氏に投

票したグループの方が吉村洋文氏に投票したグループよ

りも高い値であった。また、府知事選・市長選の分析と

もに、有意差が検出されなかった項目についても、「橋下

府知事就任以降、大阪府の「財政支出」が大幅に削減さ

れている」、「二重行政解消のために話し合う「大阪会議」

がうまく機能していない」の 2 項目を除いたすべての項

目で、大阪維新の会候補者に投票したグループよりも、

自民党候補者に投票したグループにおいて平均値が高い

図 2：投票判断別の「「大阪都構想」が実現したら大阪市

がどうなるか」の事実認識度

注：「正解」：廃止されて消滅する。「不正解・不明」：政令指定都
市のまま残る。政令指定都市ではなくなるが、今のまま残る。廃
止されるが、大阪市と同じ力を持つ 5 つの特別区が設置される。
その他。分からない。
** p < .01

20.6

2.0

79.4

98.0

**

26.3

2.6

73.7

97.4

**

30.6

2.0

69.4

98.0

**

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 %

反対票を投じた
n = 102

賛成票を投じた
n = 150

正解 不正解・不明

栗原貴子
n = 57

松井一郎
n = 156

府知事選投票先別

柳本顕
n = 49

吉村洋文
n = 149

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 %

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 %

住民投票賛否別

市長選投票先別



Policy and Practice Studies, Volume 5, Number 1, 2019

59A. Miyakawa et al.: Verification of the actual condition of a relation between voters’ comprehension regarding the influences of Osaka Metropolis plan

大阪ダブル選投票決定要因 投票先 N M SD t p

候補者の「所属政党」はどこか
松井一郎 156 5.89 1.38

1.18 0.240
栗原貴子 57 5.63 1.54

候補者の「政策」はどのようなものか
松井一郎 156 5.74 1.28

–0.18 0.859
栗原貴子 57 5.77 1.21

候補者の「人柄」はどうか
松井一郎 156 4.93 1.35

1.20 0.231
栗原貴子 57 4.67 1.56

「おもろい」候補者かどうか
松井一郎 156 2.89 1.74

2.51 0.013 *
栗原貴子 57 2.25 1.43

候補者の知名度はどうか
松井一郎 156 3.54 1.59

1.53 0.128
栗原貴子 57 3.16 1.66

候補者に対する新聞、テレビ等のメディアの評価はどうか
松井一郎 156 3.85 1.61

1.12 0.264
栗原貴子 57 3.56 1.73

「改革」できるかどうか
松井一郎 156 5.74 1.23

5.00 0.000 ***
栗原貴子 57 4.74 1.45

「古い政治から脱却できる」かどうか
松井一郎 156 5.83 1.23

7.19 0.000 ***
栗原貴子 57 4.44 1.32

「自分の周りの人」の意見はどうか
松井一郎 156 3.59 1.82

1.25 0.213
栗原貴子 57 3.25 1.66

「橋下氏」への期待感
松井一郎 156 5.64 1.35

16.02 0.000 ***
栗原貴子 57 2.14 1.56

「大阪都構想」は実現できるかどうか
松井一郎 156 5.62 1.34

11.37 0.000 ***
栗原貴子 57 2.61 1.82

「大大阪構想（近畿メガリージョン構想）」が実現できるかどうか
松井一郎 156 4.62 1.67

5.72 0.000 ***
栗原貴子 57 3.14 1.69

注：1：全く関係していなかった←　→ 7：とても関係していた

　　***: p < .001, *: p < .05

表 3：「府知事選投票先」別の「大阪ダブル選投票決定要因」の関係度の平均値の差の検定

大阪ダブル選投票決定要因 投票先 N M SD t p

候補者の「所属政党」はどこか
吉村洋文 149 5.92 1.40

0.18 0.857
柳本顕 49 5.88 1.44

候補者の「政策」はどのようなものか
吉村洋文 149 5.80 1.28

–0.29 0.774
柳本顕 49 5.86 1.06

候補者の「人柄」はどうか
吉村洋文 149 4.95 1.42

1.55 0.122
柳本顕 49 4.57 1.59

「おもろい」候補者かどうか
吉村洋文 149 2.83 1.77

1.73 0.086
柳本顕 49 2.35 1.51

候補者の知名度はどうか
吉村洋文 149 3.47 1.60

0.83 0.407
柳本顕 49 3.24 1.77

候補者に対する新聞、テレビ等のメディアの評価はどうか
吉村洋文 149 3.80 1.64

0.23 0.817
柳本顕 49 3.73 1.79

「改革」できるかどうか
吉村洋文 149 5.78 1.22

5.06 0.000 ***
柳本顕 49 4.67 1.60

「古い政治から脱却できる」かどうか
吉村洋文 149 5.83 1.30

6.35 0.000 ***
柳本顕 49 4.45 1.40

「自分の周りの人」の意見はどうか
吉村洋文 149 3.57 1.88

1.35 0.178
柳本顕 49 3.16 1.68

「橋下氏」への期待感
吉村洋文 149 5.62 1.47

12.96 0.000 ***
柳本顕 49 2.33 1.75

「大阪都構想」は実現できるかどうか
吉村洋文 149 5.61 1.42

9.66 0.000 ***
柳本顕 49 2.78 1.88

「大大阪構想（近畿メガリージョン構想）」が実現できるかどうか
吉村洋文 149 4.56 1.76

4.45 0.000 ***
柳本顕 49 3.29 1.70

注：1：全く関係していなかった←　→ 7：とても関係していた

　　***: p < .001

表 4：「市長選投票先」別の「大阪ダブル選投票決定要因」の関係度の平均値の差の検定
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「橋下行政」の実態認知度 投票先 N M SD t p
橋下氏は都構想を巡る住民投票について「大阪が変わるラスト

チャンス」や「何度もやるものではない。1 回限り」などと公言

していた

松井一郎 156 0.91 0.29
–0.88 0.38

栗原貴子 57 0.95 0.23

都構想を巡る住民投票には大阪府と大阪市で 31 億円以上もの税

金が使われていた

松井一郎 156 0.85 0.36
–0.13 0.90

栗原貴子 57 0.86 0.35
橋下府知事就任以降、大阪府の「財政支出」が大幅に削減されて

いる

松井一郎 156 0.91 0.29
1.54 0.13

栗原貴子 57 0.82 0.38
橋下府知事就任以降、大阪府の「経済成長率」は、京都府、兵庫

県と比べて最も大きく悪化した

松井一郎 156 0.69 0.46
–2.10 0.04 *

栗原貴子 57 0.82 0.38
橋下府知事就任以降、大阪府の「一人当たり県民所得」の全国順

位が大きく下落した

松井一郎 156 0.70 0.46
–1.09 0.28

栗原貴子 57 0.77 0.42
橋下府知事就任以降、大阪府の「小学校の教員試験倍率」は京都

府、兵庫県と比べて最も大きく低下した

松井一郎 156 0.70 0.46
–1.38 0.17

栗原貴子 57 0.79 0.41
橋下市長就任以降、大阪市の「中小企業支援」予算は大幅に削減

された

松井一郎 156 0.77 0.42
–0.87 0.37

栗原貴子 57 0.82 0.38
橋下市長就任以降、大阪市の「教育予算」は、ほとんど増えてい

ない

松井一郎 156 0.74 0.44
–1.74 0.08

栗原貴子 57 0.84 0.37
都構想推進のためのテレビ CM 放映に 4 億円の政党のお金（税金）

が使われていた

松井一郎 156 0.75 0.43
–0.87 0.39

栗原貴子 57 0.81 0.40
都構想を巡る街頭演説やタウンミーティングの説明では、都構想

推進派に都合のいいように、数字をごまかしたり不都合な内容を

隠したりしていた

松井一郎 156 0.76 0.43
–1.68 0.10

栗原貴子 57 0.86 0.35

二重行政解消のために話し合う「大阪会議」がうまく機能してい

ない

松井一郎 156 0.91 0.29
0.34 0.73

栗原貴子 57 0.89 0.31

注：1：全く関係していなかった←　→ 7：とても関係していた

　　*: p < .05

表 5：「府知事選投票先」別の「橋下行政実態認知度」の平均値の差の検定

注：1：全く関係していなかった←　→ 7：とても関係していた

　　**: p < .01, *: p < .05

「橋下行政」の実態認知度 投票先 N M SD t p
橋下氏は都構想を巡る住民投票について「大阪が変わるラスト

チャンス」や「何度もやるものではない。1 回限り」などと公言

していた

松井一郎 156 0.91 0.28
–0.58 0.564

栗原貴子 57 0.94 0.24

都構想を巡る住民投票には大阪府と大阪市で 31 億円以上もの税

金が使われていた

松井一郎 156 0.85 0.36
0.26 0.793

栗原貴子 57 0.84 0.37
橋下府知事就任以降、大阪府の「財政支出」が大幅に削減されて

いる

松井一郎 156 0.91 0.29
1.48 0.145

栗原貴子 57 0.82 0.39
橋下府知事就任以降、大阪府の「経済成長率」は、京都府、兵庫

県と比べて最も大きく悪化した

松井一郎 156 0.70 0.46
–1.75 0.083

栗原貴子 57 0.82 0.39
橋下府知事就任以降、大阪府の「一人当たり県民所得」の全国順

位が大きく下落した

松井一郎 156 0.70 0.46
–1.00 0.321

栗原貴子 57 0.78 0.42
橋下府知事就任以降、大阪府の「小学校の教員試験倍率」は京都

府、兵庫県と比べて最も大きく低下した

松井一郎 156 0.71 0.45
–1.22 0.224

栗原貴子 57 0.80 0.41
橋下市長就任以降、大阪市の「中小企業支援」予算は大幅に削減

された

松井一郎 156 0.77 0.43
–1.50 0.137

栗原貴子 57 0.86 0.35
橋下市長就任以降、大阪市の「教育予算」は、ほとんど増えてい

ない

松井一郎 156 0.72 0.45
–3.03 0.003 **

栗原貴子 57 0.90 0.31
都構想推進のためのテレビ CM 放映に 4 億円の政党のお金（税金）

が使われていた

松井一郎 156 0.75 0.43
–1.33 0.188

栗原貴子 57 0.84 0.37
都構想を巡る街頭演説やタウンミーティングの説明では、都構想

推進派に都合のいいように、数字をごまかしたり不都合な内容を

隠したりしていた

松井一郎 156 0.77 0.43
–2.38 0.019 *

栗原貴子 57 0.90 0.31

二重行政解消のために話し合う「大阪会議」がうまく機能してい

ない

松井一郎 156 0.91 0.28
0.72 0.471

栗原貴子 57 0.88 0.33

表 6：「市長選投票先」別の「橋下行政実態認知度」の平均値の差の検定
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表 7：「府知事選投票先」別の「橋下行政実態」に対する投票判断影響度の平均値の差の検定 

注：1：全く関係していなかった←　→ 7：とても関係していた

　　***: p < .001

「橋下行政」の実態認知度 投票先 N M SD t p
橋下氏は都構想を巡る住民投票について「大阪が変わるラスト

チャンス」や「何度もやるものではない。1 回限り」などと公言

していた

松井一郎 142 2.92 1.88
–4.43 0.000 ***

栗原貴子 54 4.30 2.12

都構想を巡る住民投票には大阪府と大阪市で 31 億円以上もの税

金が使われていた

松井一郎 133 2.84 1.60
–8.69 0.000 ***

栗原貴子 49 5.20 1.68
橋下府知事就任以降、大阪府の「財政支出」が大幅に削減されて

いる

松井一郎 142 4.16 1.95
1.18 0.242

栗原貴子 47 3.83 1.58
橋下府知事就任以降、大阪府の「経済成長率」は、京都府、兵庫

県と比べて最も大きく悪化した

松井一郎 108 3.29 1.52
–6.30 0.000 ***

栗原貴子 47 5.02 1.69
橋下府知事就任以降、大阪府の「一人当たり県民所得」の全国順

位が大きく下落した

松井一郎 109 3.18 1.50
–7.05 0.000 ***

栗原貴子 44 5.14 1.66
橋下府知事就任以降、大阪府の「小学校の教員試験倍率」は京都

府、兵庫県と比べて最も大きく低下した

松井一郎 109 3.16 1.55
–5.76 0.000 ***

栗原貴子 45 4.78 1.69
橋下市長就任以降、大阪市の「中小企業支援」予算は大幅に削減

された

松井一郎 120 3.20 1.50
–7.43 0.000 ***

栗原貴子 47 5.17 1.65
橋下市長就任以降、大阪市の「教育予算」は、ほとんど増えてい

ない

松井一郎 115 3.11 1.44
–7.52 0.000 ***

栗原貴子 48 5.06 1.66
都構想推進のためのテレビ CM 放映に 4 億円の政党のお金（税金）

が使われていた

松井一郎 117 3.10 1.59
–7.35 0.000 ***

栗原貴子 46 5.22 1.80
都構想を巡る街頭演説やタウンミーティングの説明では、都構想

推進派に都合のいいように、数字をごまかしたり不都合な内容を

隠したりしていた

松井一郎 119 2.97 1.49
–6.98 0.000 ***

栗原貴子 49 5.10 1.91

二重行政解消のために話し合う「大阪会議」がうまく機能してい

ない

松井一郎 142 3.70 2.00
–3.72 0.000 ***

栗原貴子 51 4.90 1.94

表 8：「市長選投票先」別の「橋下行政の実態」に対する投票判断影響度の平均値の差の検定

注：1：全く関係していなかった←　→ 7：とても関係していた

　　***: p < .001, **: p < .01

「橋下行政」の実態認知度 投票先 N M SD t p
橋下氏は都構想を巡る住民投票について「大阪が変わるラスト

チャンス」や「何度もやるものではない。1 回限り」などと公言

していた

吉村洋文 136 2.90 1.92
–4.71 0.000 ***

柳本顕 46 4.48 2.08

都構想を巡る住民投票には大阪府と大阪市で 31 億円以上もの税

金が使われていた

吉村洋文 127 2.83 1.67
–7.35 0.000 ***

柳本顕 41 5.05 1.72
橋下府知事就任以降、大阪府の「財政支出」が大幅に削減されて

いる

吉村洋文 135 4.19 1.97
0.99 0.326

柳本顕 40 3.88 1.67
橋下府知事就任以降、大阪府の「経済成長率」は、京都府、兵庫

県と比べて最も大きく悪化した

吉村洋文 104 3.31 1.59
–5.56 0.000 ***

柳本顕 40 5.00 1.75
橋下府知事就任以降、大阪府の「一人当たり県民所得」の全国順

位が大きく下落した

吉村洋文 105 3.21 1.57
–5.92 0.000 ***

柳本顕 38 5.03 1.75
橋下府知事就任以降、大阪府の「小学校の教員試験倍率」は京都

府、兵庫県と比べて最も大きく低下した

吉村洋文 106 3.16 1.57
–5.20 0.000 ***

柳本顕 39 4.74 1.76
橋下市長就任以降、大阪市の「中小企業支援」予算は大幅に削減

された

吉村洋文 114 3.18 1.52
–7.12 0.000 ***

柳本顕 42 5.19 1.69
橋下市長就任以降、大阪市の「教育予算」は、ほとんど増えてい

ない

吉村洋文 108 3.07 1.48
–7.02 0.000 ***

柳本顕 44 5.00 1.66
都構想推進のためのテレビ CM 放映に 4 億円の政党のお金（税金）

が使われていた

吉村洋文 112 3.10 1.63
–6.71 0.000 ***

柳本顕 41 5.17 1.84
都構想を巡る街頭演説やタウンミーティングの説明では、都構想

推進派に都合のいいように、数字をごまかしたり不都合な内容を

隠したりしていた

吉村洋文 114 2.98 1.55
–5.95 0.000 ***

柳本顕 44 5.00 2.03

二重行政解消のために話し合う「大阪会議」がうまく機能してい

ない

吉村洋文 136 3.73 2.02
–3.20 0.002 **

柳本顕 43 4.86 2.04
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傾向が確認された。

　続いて、橋下行政の実態を認知していた人々を対象に、

その認知していた事実がどの程度投票判断に影響したか

の平均値の差の t 検定を行った。なお、投票先決定要因の

重視度は、2.2.7 にて設けた選択肢のうち、「知らなかった」

を欠損値として扱い、「投票判断に、とても影響した」か

ら「投票判断に、全く影響なし」の 7 件法の順序尺度を

分析に用いた。結果を表 7、表 8 に示す。

　表 7 から府知事選における橋下行政の投票判断影響度

と投票判断の関係をみる。松井一郎氏に投票したグルー

プと栗原貴子氏に投票したグループで、橋下行政の投票

判断影響度の平均値に有意な差が確認されたのは、「橋下

府知事就任以降、大阪府の「財政支出」が大幅に削減さ

れている」を除く 10 項目であった。これらの項目の平均

値は栗原貴子氏に投票したグループの方が松井一郎氏に

投票したグループよりも大きい値であった。また、表 8
から確認できるように、市長選においても同様に「橋下

府知事就任以降、大阪府の「財政支出」が大幅に削減さ

れている」を除く 10 項目に有意な平均値の差が確認さ

れ、これらの項目の平均値は、柳本顕氏に投票したグルー

プの方が吉村洋文氏に投票したグループよりも高い値で

あった。これらの結果を踏まえると、大阪ダブル選にお

いて大阪維新の会の候補者に投票した人々よりも、自民

党候補者に投票した人々の方が、橋下行政の実態を認知

している傾向にあり、かつ橋下行政の実態の認知が投票

判断に影響していた可能性が示唆された。

4.  結果

　3.3 で行った分析から、大阪ダブル選で大阪維新の会の

候補者に投票したグループの特徴として、政治家の改革

実行性を重視していることと、「大阪都構想」への期待度

が非常に高いことが挙げられる。

　まず、大阪維新の会支持者が、政治家の改革実行性を

重視するに至った経緯については、大阪維新の会の前代

表であり、2008 年に大阪府知事に就任、2011 年から 2015
年までは大阪市長を務めた橋下徹氏による、大胆な行財

政改革（藤井他， 2015）の影響が大きいと考えられ、表 3、
表 4 に示したように大阪維新の会支持者の「橋下氏への

期待感」が高いことからもこのことが窺える。しかしな

がら、大阪維新の会支持者が橋下氏の行政の実態を、必

ずしも正確に認知していたとは言い難いという可能性が

3.4 の分析から示唆された。より具体的には、自民党支持

者と比較して、大阪維新の会支持者は橋下氏の府知事就

任以降、大阪府の経済成長率が京都府、兵庫県と比べて

最も大きく悪化したことや、橋下氏の市長就任以降、大

阪市の教育予算がほとんど増えていないこと、街頭演説

やタウンミーティングなどで数字の改ざんが行われてい

たことを「知らない」傾向にあり、また橋下氏の行政の

実態を認知している人々の中でも、大阪維新の会支持者

の方が、自民党支持者に比べてこれらの実態が投票判断

に及ぼした影響は小さい傾向にあった。

　続いて、「大阪都構想」への期待度が非常に高い点につ

いて、一度は住民投票で否決された「大阪都構想」への

再挑戦が大阪ダブル選における大阪維新の会のスローガ

ンであり、大阪ダブル選において大阪維新の会の候補者

に投票するということは、「大阪都構想」を実現したいと

考えていることと同義と考えて差支えないものと考えら

れる。しかしながら、3.2 にて述べたように、大阪維新の

会支持者は「大阪都構想」による大阪府・市への影響を

正確に認知しないまま、住民投票で賛成票を投じた、あ

るいは大阪ダブル選で大阪維新の会の候補者に投票した

可能性が示唆された。

　大阪府への影響を正確に認知していた人々のおよそ 6
割～ 7 割、大阪市への影響を正確に認知していた人々の

およそ 8 割～ 9 割が住民投票で反対票を投じた、あるい

は大阪ダブル選で自民党候補者に投票した一方で、府へ

の影響を認知していなかった人のおよそ 7 割～ 9 割弱、

市への影響を認知していなかった人のおよそ 6 割～ 8 割

が住民投票で賛成票を投じた、あるいは大阪ダブル選で

大阪維新の会の候補者に投票したという分析結果であっ

た。また、全体としても「大阪都構想」による府への影

響を正しく認知していた人々は 3 割程度、市への影響に

至っては 1 割にも満たなかった。

　以上から、大阪ダブル選においては、橋下氏の行政の

実態や、「大阪都構想」が実施されることによる影響は多

くの有権者に正確に認知されないまま、投票判断が下さ

れた可能性が示唆された。特に「大阪都構想」の影響に

ついては概して認知度が極めて低い傾向にあり、「大阪都

構想」が重要な争点の 1 つであった今回の選挙では、こ

のことが選挙結果に重大な影響を及ぼした可能性は否定

しがたい。すなわち、上述のように「大阪都構想」の影

響を知っているか否かと、投票行動との間に上記の様な

大きな相関関係があった事を踏まえると、そして、それ

を知らない人の方が圧倒的多数であったことを考えると、

もしも多くの人々が大阪都構想の影響を正確に認知して

いれば、「大阪都構想」に対する反対率がより一層高く

なっていた可能性、ならびに、大阪ダブル選において大

阪維新の会の候補者に投票する人々の割合が大きく低下

し、過半数を割り込んでいた可能性も論理的に想定する

ことも可能であると考えられる。ただし、以上の考察は

あくまでも本研究の調査データから得られた結論に過ぎ

ず、最終的な結論を下すにはさらなる調査、分析が必要

であることは言うまでもない。

5.  おわりに

　本研究は、都市計画に抜本的な影響を及ぼす地方政府

の統治機構改革についての政治決定プロセスの在り方を

考える上で、有権者がどの程度政策の影響や為政者の実

態を理解し、その理解度が投票判断にどの程度影響する

のか否かについての実証的知見を得ることを目的として、

昨今の統治機構改革の中でも、実現される可能性が高い、

大阪市を廃止して都区制度を導入する、いわゆる「大阪

都構想」に関わる投票行為を対象として、有権者の政策

理解度、行政の実態の認知度と投票判断との関係性を分
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析した。

　その結果、第一に、橋下氏の行政の実態や、「大阪都構想」

が実施されることによる大阪府・市への影響は、多くの

有権者に正確に認知されないまま、投票判断が下された

可能性が示唆され、第二に、正確に認知していない有権

者の多くが住民投票で賛成票を投じた、あるいは大阪ダ

ブル選で大阪維新の会候補者に投票したことが実証的に

示された。そして第三に、大阪ダブル選の重大な争点の

1 つでもあった「大阪都構想」の大阪府・市への影響は

とりわけ認知度が低い傾向にあったことが明らかとなり、

第四に、「大阪都構想」による影響の認知度の低さが大阪

ダブル選の選挙結果に重大な影響を及ぼした可能性が示

された。

　以上の結果は、都市計画の推進に重大な影響を及ぼす

地方政府の統治機構改革を巡る政治的意思決定において、

有権者が十分に正しい情報を有しておらず、決して合理

的とは言い難い判断基準を以てして投票判断を下した、

という可能性を示唆するものである。

　本研究で得られた知見は、重大な政策判断における政

治決定プロセスの運用の在り方を考える上で、重大な意

味を持つものと考えられる。なぜなら、有権者が政策の

影響や行政の実態について、正確ではない情報に基づい

て投票判断を下す可能性があることが明らかとなった以

上、有権者が直接・間接に影響力を及ぼす投票行動にお

いて、適切な政治的判断が下されていない可能性が存在

するからである。例えば本研究の調査結果を踏まえるな

ら、低い水準であった「大阪都構想」の影響についての

認知が、もしも高いものであったのなら、2015 年、なら

びに、2019 年の大阪ダブル選の選挙結果は、今回実現し

たものとは異なるものとなっていた可能性が示唆される。

なお、正しい認知の普及率が低い背景には様々なものが

考えられるが、今後はそうした背景に一体どういうもの

があるのかについての考察を重ねていくことも重要な課

題であると考えられる。

　住民投票のような直接民主制という政治決定プロセス

においては、その投票判断基準の適切さを問うことなく、

抜本的な統治機構改革の実施の有無が決定づけられるこ

とは免れない。したがって、有権者はその投票行動にお

いて、事実に基づく合理的な判断がより一層求められる

ことは論ずるまでもないとしても、それ以前にそもそも、

そうした重大な政治的判断を直接民主制による意思決定

に委ねることが妥当であったか否かについて、今一度慎

重に考える必要があるといえよう。最後に繰り返しとな

るが、本研究で得られた結果は、分析可能な調査データ

に基づくものであり、最終的な結論に向けてはさらなる

実証分析が求められる。
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Abstract
The referendum and the subsequent local government election 
of the government plan called “Osaka Metropolis plan” were 
held in Osaka City back in 2015. The event has a significant 
influence on city planning and civilengineering, hence we have 
investigated via web survey to examine whether the voters have 
understood the influences of the Osaka Metropolis plan on the 
society before they made their voting decision. As a result, the 
survey suggested that the voters who do not understand the 
influence of the Osaka Metropolis plan on the society voted a 
ballot in favor of the proposal than the voters who understand 
properly the influence of Osaka Metropolis plan on the society. 
In addition, the former showed tendency of liking candidate's 
entertainment mood and his ability to implement the reform.
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